
 

 

「第９次岡山県保健医療計画」素案に対する県民意見等の募集結果について 
 

 

○募集期間 

令和５年１１月２１日（火）～令和５年１２月２０日（水） 

 

○意見の件数 

７６件 

 

○寄せられたご意見等と県の考え方 

   別紙一覧表のとおり（※字句・文言・団体名の修正等の意見を除く） 



「第９次岡山県保健医療計画」素案に対する県民意見等の募集結果について 【策定協議会用】

番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

1 医療推進課 全般 －頁
　全体を通して、各頁の上部隅に章名等を表示すると見やすくなると思う。 策定に向け、色調の変更、全頁に章名をインデックスとして表示するな

ど、より見やすくなる工夫をすることとしています。

2
医療推進課
長寿社会課

全般 －頁

国は、国保の保険料水準の統一について、令和１２年度までの納付金ベー
スでの統一を推奨しているが、岡山県国保運営方針（素案）では、市町村間
で合意ができていないとして統一の目標年度を設定していない。合意ができ
ていない主な要因は、医療資源の偏在が考慮されていないこととなってい
る。

本計画において示されている「外来医療に係る医療提供体制の確保」、
「へき地の医療」、「保健医療従事者の確保と資質の向上」等の施策の方向
性がこうした課題への対応を示すものであることを踏まえ、更なる取組の強
化を図っていただくとともに、国保の保険料水準統一に向けて、担当部署間
での連携を一層深めていただきたい。

医療資源の偏在解消に向けて、本計画に掲げる各施策を着実に進め、地域
におけるより良質で効率的な保健医療体制の確立を目指してまいります。

また、国保の取組は保健医療計画との整合性を図りながら進めるものとさ
れており、保険料水準の統一に向けても、引き続き、岡山県国保運営協議会
での協議等を通じ、関係課の連携を深めながら取り組んでまいります。

3 医療推進課 第５章 47頁

【４　令和７（２０２５）年の医療需要と医療提供体制】
　（１）令和７（２０２５）年の医療需要の推計方法
　①構想区域ごとに医療需要を推計に記載の医療需要の推計方法について

県は、医療需要を２０１３年度のＮＤＢの診療報酬明細書データ及びＤＰ
Ｃデータを使用して推計している。しかし、診療報酬明細書データ及びＤＰ
Ｃデータは、診療の「結果」であって医療需要ではなく、さまざまな要因で
潜在し、顕在化していないニーズは反映されない。例えば、傷病を抱えつつ
経済的な負担能力との関係で受診していない人や、交通網の未整備や専門診
療科の不足にともなう受診の抑制、長時間の就労で受診する時間的余裕がな
い人などは捨象されてしまう。また、医療過疎地域では、脳卒中や急性心筋
梗塞など時間を争う病気の場合、近隣に専門医療機関が無いために、救命救
急処置が間に合わずに亡くなる場合もある。つまり、医療需要＝診療報酬明
細書データ、ＤＰＣデータとなると、医療過疎地域では急性期医療のニーズ
そのものが相対的に少ないという結果になってしまい、将来も医療過疎地域
のまま固定化されることになってしまう。

また、２０２５年の医療需要を、なぜ２０１３年度のデータで推計するの
か。甚だ疑問である。

さらに言えば、医療需要がどこまで増減するかは、医学や生命科学などの
発展が予測できないため、推計は不可能である。

「第５章 地域医療構想」については、国から示された指針に従い、第８
次計画策定時に令和７（２０２５）年を目標年次として定めたものであり、
その計画期間中であることから、第９次計画策定時には見直しを行わず、引
き続き、現構想の下で着実に取組を進めることとしています。

新たな構想については、今後、国において行われる中長期的課題について
の整理等を踏まえ、令和７（２０２５）年度において、策定する予定です。

4 医療推進課 第５章 49頁

【「③慢性期機能の医療需要推計の考え方」について】
療養病床の入院患者数のうち、医療区分１の患者の７０％を一律に入院医

療からは除外して在宅医療等扱いとし、その他の入院患者数については、入
院受療率の地域差を解消していく観点から医療需要を推計するとしているな
ど、慢性期病床の一律的な削減を前提にしているのはおかしいと言わなけれ
ばならない。

「第５章 地域医療構想」については、国から示された指針に従い、第８
次計画策定時に令和７（２０２５）年を目標年次として定めたものであり、
その計画期間中であることから、第９次計画策定時には見直しを行わず、引
き続き、現構想の下で着実に取組を進めることとしています。

新たな構想については、今後、国において行われる中長期的課題について
の整理等を踏まえ、令和７（２０２５）年度において、策定する予定です。

5 医療推進課 第５章 51頁

【「（２）令和７（２０２５）年における病床数の必要量（必要病床数）」
について】

２０２５年の必要病床数は、２０２５年の医療需要推計と国が決めた各病
床機能の稼働率（高度急性期：７５％、急性期：７８％、回復期：９０％、
慢性期：９２％）から求められている。この病床稼働率に明確な根拠はな
く、さらには全国一律である。実際の病床稼働率よりも国が決めた稼働率が
高い場合、必要病床数の推計値は実態より少なく算出されることになってし
まうのはおかしいと言わなければならない。

以上のことから、県は、技術的助言に過ぎない国策定の「地域医療構想策
定ガイドライン」によることなく、独自に必要病床数を推計するべきであ
る。

「第５章 地域医療構想」については、国から示された指針に従い、第８
次計画策定時に令和７（２０２５）年を目標年次として定めたものであり、
その計画期間中であることから、第９次計画策定時には見直しを行わず、引
き続き、現構想の下で着実に取組を進めることとしています。

新たな構想については、今後、国において行われる中長期的課題について
の整理等を踏まえ、令和７（２０２５）年度において、策定する予定です。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

6 医療推進課
第７章
第１節
項目１

94頁

難病のために長期入院している中学・高校の腫瘍患者への教育環境の充実
について、支援をお願いしたい。個室や病棟内で場所を設営して、ネット環
境の整備や、コンピューターその他の機器を購入し、岡山大学の教育学部の
学生・教員で、オンラインによる個人レッスンなどを考えている。このよう
な難病と闘っているＡＹＡ世代の方々に、自立力・生きる力・（将来）働け
る力をギフトするための支援事業をお願いしたい。

第９次計画では、本県のがん対策の大きな方向性について記載をしてお
り、ＩＣＴを活用した教育環境の充実につきましては、個別計画である第４
次岡山県がん対策推進計画の「９ デジタル化の推進」において記載し、取
組を進めることとしております。

病気療養児への支援については、ＩＣＴを活用した同時双方向による遠隔
授業の実施を通じて学びを継続できるよう、Ｗｉ－Ｆｉルーターの貸し出し
を行い、支援しているところです。

7 医療推進課
第７章
第１節
項目１

101、
103頁

１０１、１０３頁において、小児がんやその家族に対する支援を課題とし
て挙げているが、この分野は患者数が少なく、個々の診療医療機関の努力の
みならず公的な支援が必要だと思う。岡山県が課題として認識し、解決に向
かっていることを示すためにも、岡山県と診療医療機関が連携をより強化し
ていただきたいと思う。具体的には、教育、妊孕性、就職、社会・福祉的支
援といった事業等を行ってはどうか。

小児がんやその家族に対する支援については、医療機関と行政、その他関
係機関が連携し取り組む必要があると認識しており、これまでも、妊孕性温
存をはじめ、がん診療連携拠点病院等と連携を図ってきたところです。

引き続き、がん診療連携協議会等における議論を踏まえつつ、医療機関等
との連携強化に努めてまいります。御意見については、今後の取組の参考と
してまいります。

8 医療推進課
第７章
第１節
項目２

110頁

１６６頁で「ドクターヘリ等の活用」としてドクターカーにも触れている
ことから、急性期医療機関への救急搬送について、「ドクターヘリの活用」
を「ドクターヘリ等の活用」とすべきではないか。

御指摘を踏まえ、図表７－１－２－１岡山県の目指すべき脳卒中の医療連
携体制を修文します。
【修正前】
　ドクターヘリの活用　
【修正後】
　ドクターヘリ等の活用

9 医療推進課
第７章
第１節
項目３

116頁

１６６頁で「ドクターヘリ等の活用」としてドクターカーにも触れている
ことから、急性期医療機関への救急搬送について、「ドクターヘリの活用」
を「ドクターヘリ等の活用」とすべきではないか。

御指摘を踏まえ、図表７－１－３－１岡山県の目指すべき心筋梗塞等の心
血管疾患の医療連携体制を修文します。
【修正前】
　ドクターヘリの活用　
【修正後】
　ドクターヘリ等の活用

10
医療推進課
健康推進課

第７章
第１節
項目４

119頁

人口構成の変化に対応した「少子化や高齢化」部分の第８次からの深化が
感じにくい。例えば、糖尿病対策などは、協会けんぽや後期高齢者の被保険
者にとっても重要であるが、岡山県の糖尿病性腎症重症化予防プログラムな
どは国民健康保険加入者のみに対策が実施されている。また、生活習慣病の
重症化予防については、より効果的、効率的に取組を推進するために都道府
県が関係団体と連携し、県内において事業を横展開していくことが、国の
「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針」でも期待をされてい
る。保険者ごとに行う事業も大事だが、ここで第９次の計画を立ち上げるな
ら第８次の計画からさらに深化した全世代型の計画となるよう強く望む。

第９次計画は、第８次計画から引き続き、少子化や高齢化に対応した長期
的、包括的な保健医療体制の整備を推進するための基本指針となる計画とし
て策定しており、具体的な施策については、各分野の個別計画等で定めるこ
ととしています。

また、御指摘のとおり、第９次計画の推進には、保険者をはじめとした関
係団体との連携が重要であるため、県の取組を実施する際には関係団体との
さらなる連携を図ってまいります。

なお、岡山県糖尿病性腎症重症化予防プログラムでは、保険者における対
策が容易となるよう基本的な考え方を示しているところです。プログラムの
実施に取り組む市町村に対し、県が国保ヘルスアップ支援事業を活用し支援
しているのは国保加入者が対象となっておりますが、各保険者において同様
の取組を行う場合には、情報提供や助言等の協力を行ってまいりたいと存じ
ます。

11 健康推進課
第７章
第１節
項目５

129頁

【１２９～１３１頁　ひきこもりの状態にある方への支援】
個々のケースに応じて、保健、医療、福祉、教育等の関係機関が連携しな

がら支援していく必要があることは当然であり、当事者への支援は、必須だ
と考える。しかし、当事者への支援は、届きにくい場合も多く、その両親や
家族への支援が解決の糸口になることが多いと考えられるので、両親や家族
への支援をより充実させていく必要があると思う。

県ひきこもり地域支援センターや保健所・支所、市町村などでは、ひきこ
もりの状態にある本人、家族への支援を行っています。引き続き、相談窓口
の周知を図るなど、家族への相談支援を充実させてまいります。

12 健康推進課
第７章
第１節
項目５

130頁

【１３０～１３１頁　小・中・高のスクールカウンセラー事業の充実】
スクールカウンセラーと学校医の連携により、適切に医療・福祉等の関係

機関へつなげることがよりスムーズに出来ると考える。
かかりつけ医による早期発見は重要であるが、ひきこもり・精神疾患診療

は、診療に時間を要し、診療報酬につながらない点がハードルとなっている
ため、かかりつけ医と臨床心理士が必要に応じて、診療を支援できる体制が
望まれる。

スクールカウンセラーと学校医等の連携については、県としても重要と認
識しており、適切に医療・福祉等の関係機関へつなぐことができるよう、ス
クールカウンセラーが学校医等とも連携しているところであります。

また、精神疾患の早期発見・早期治療のため、かかりつけ医等に対する研
修を実施しているところですが、かかりつけ医と公認心理師等の専門職との
連携や患者に対する支援の在り方についても、研修の参考とさせていただき
ます。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

13
健康推進課
障害福祉課

第７章
第１節
項目５

138頁

心身障害者医療費公費負担制度において精神障害者を対象としている県内
自治体は、令和５年に入ってから３市町増加し７市町となった。障害者基本
法に基づき、心身障害者医療費助成制度に精神障害者も対象とする自治体は
今後も増加すると考えられる。当該制度に精神障害者を加えて県内統一の制
度とすることは、地域で生活する精神障害者が安心して受診できることにつ
ながる一方で、県と市町村のさらなる連携強化が必要となることから、計画
の施策の方向の中に市町村との連携強化を明記していただきたい。

また、各市町村が実施している心身障害者に対する医療費助成について、
県下市町村一律の割合ですべての市町村を補助対象とすることを検討してい
ただきたい。

現行の「岡山県心身障害者医療費公費負担制度」に、精神障害のある人に
対する医療費助成の枠組みを新たに設けたいと考えており、次のとおり修文
します。
【修正前】
　〇精神障害のある人が地域で適切な医療が受けられるよう、医療費助成
　　の導入に向けた検討を進めるとともに、保健・医療・福祉関係機関と
　　の連携強化を図ります。
【修正後】
　〇精神障害のある人が地域で適切な医療が受けられるよう、心身障害者
　　医療費公費負担制度に精神障害のある人に対する医療費助成の枠組み
　　を新たに設けるとともに、市町村や保健・医療・福祉関係機関とのさ
　　らなる連携強化を図ります。

また、各市町村が実施している心身障害者に対する医療費助成の補助率に
ついては、県と市の役割分担や財政状況等を踏まえて設定しており、その見
直しについては慎重に検討すべきと考えています。

14 健康推進課
第７章
第１節
項目５

143頁

現行計画１２１頁に「身体・精神合併症救急連携事業」について記載され
ているところ、このたびの第９次計画素案では同事業の記述が削除されてい
る。

岡山市では、現在も「身体・精神合併症救急連携事業」により、市と岡山
県精神科医療センターが協力して、精神科医師が岡山市内の身体科救急病院
からのコンサルテーションを２４時間３６５日受けることができる体制をつ
くり、精神疾患と身体疾患を合併した患者に対応しており、平成２６年度の
事業開始から、救急車の全体の搬送者と精神疾患既往者の平均現場滞在時間
差が短縮されるなど、一定の効果が現れていると考えている。

現在は岡山市内の救急告示病院（１２病院）を対象に事業を行っていると
ころ、素案でも課題として掲げられている一般病院と精神科病院の連携強化
のためにも、県南東部圏域や県全体の事業として拡大していくことが望まし
いと考えており、第９次計画でも当該事業について記載していただきたい。

県では精神科救急情報センター事業において身体科救急病院等とも連携で
きるよう取り組んでいるところであり、個別の市町村事業について記載する
ことまでは考えていないので、御理解賜りますようお願いします。

15 医療推進課
第７章
第２節
項目１

163頁

県境地域で生活している者からの提案として、救急搬送に関し、兵庫・鳥
取県との連携強化・協力についての記入をお願いしたい。

県外への救急搬送人員数は、過去５年間の平均が約１，２８０人／年、全
体の１．５％程度となっております。

兵庫県、鳥取県との連携強化・協力について、まずは、地域の実情を把握
した上で、両県との協議を進めてまいりたいと考えております。

16 医療推進課
第７章
第２節
項目１

168頁

新見市休日・準夜間診療所では、休日診療のみで準夜間診療を休止として
いることから、休日のみと補足するなど、記載内容を検討されたい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　岡山市、倉敷市及び新見市が休日（準）夜間急患センターを運営してい
　ます。
【修正後】
　岡山市、倉敷市及び新見市が休日（準）夜間急患センターを運営してい
　ます（新見市の準夜間診療は休止中）。

17 医療推進課
第７章
第２節
項目１

170頁

【図表７－２－１－８】
新見市休日・準夜間診療所では、休日診療のみで準夜間診療を休止として

いることから、休日のみと補足するなど、記載内容を検討されたい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【図表７－２－１－８】下表の高梁・新見圏域の休日夜間急患センターの夜
間の欄
【修正前】
　△
【修正後】
　―

18 医療推進課
第７章
第２節
項目１

173頁

ドクターカーの導入支援だけでなく、運用支援や活用の拡大など、県とし
ても積極的に関与していただきたく、可能であればもう少し踏み込んで記載
していただきたい。

ドクターカーは、現時点で３救命救急センターが導入しており、医療介入
までの時間短縮等に有用であると承知しております。本県では救命救急セン
ター運営事業による補助を実施しており、国の支援制度の動向を注視してい
るところです。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

19
医療推進課
健康推進課

第７章
第２節
項目３

190頁

へき地においては、医師が常駐していない地域がある。医師がいない診療
日や時間帯でも、生活習慣病などの慢性疾患を予防するための看護師や栄養
士などの医療専門職で対応できる相談・指導体制を整備してはどうか。

生活習慣病の予防の相談等について、県では地域で糖尿病の療養指導を行
うメディカルスタッフ「おかやま糖尿病サポーター」を育成しているほか、
県栄養士会では栄養ケア・ステーションにおいて栄養相談、市町村や保健所
では健康相談を実施しているところであり、こうした取組の周知も図ってま
いります。

また、地域における医療人材の効率的な活用に資することから、医療アク
セスに困難を生じている医師不足地域の実情に応じて、オンライン診療を含
む遠隔医療の活用の可能性を検討するとともに、患者それぞれの状態にふさ
わしい良質で適切な医療を効果的かつ効率的に提供できるよう、へき地医療
を支える医師等の確保や、へき地における診療体制の整備を、関係者の意見
を聴きながら進めてまいります。

20
医療推進課
健康推進課

第７章
第２節
項目３

190頁

へき地においては、医師が常駐していない地域がある。医師がいない診療
日や時間帯では、生活習慣病・運動器疾患など慢性疾患の悪化を予防するた
めに、看護師や栄養士、理学療法士などの医療専門職で対応できる相談・指
導・リハビリ体制を整備してはどうか。

生活習慣病の予防の相談等について、県では地域で糖尿病の療養指導を行
うメディカルスタッフ「おかやま糖尿病サポーター」を育成しているほか、
県栄養士会では栄養ケア・ステーションにおいて栄養相談、市町村や保健所
では健康相談を実施しているところであり、こうした取組の周知も図ってま
いります。

また、地域における医療人材の効率的な活用に資することから、医療アク
セスに困難を生じている医師不足地域の実情に応じて、オンライン診療を含
む遠隔医療の活用の可能性を検討するとともに、患者それぞれの状態にふさ
わしい良質で適切な医療を効果的かつ効率的に提供できるよう、へき地医療
を支える医師等の確保や、へき地における診療体制の整備を、関係者の意見
を聴きながら進めてまいります。

21 医療推進課
第７章
第２節
項目４

193頁

岡山県も＜子ども中心社会＞へのベクトルが欲しい。岡山県では、県北・
県西部の周産期医療が脆弱である。これらの地域で勤務する医師・看護師・
薬剤師などの医療従事者を増やすための施策が必要である。それには、医療
従事者や施設への経済的支援（例えば、夜勤時の給与の増額など）を充実す
ることが必要である。人材育成は、岡山大学病院・岡山医療センター・倉敷
中央病院・川崎医科大学病院などが中心になって、最大限の努力を続けるの
で、県には側面からのサポートを強く望む。

周産期医療提供体制の確保を図るため、従来から、周産期母子医療セン
ターの運営費補助や分娩を取り扱う産科・産婦人科医師・助産師の処遇改善
のための手当の一部補助等を実施しています。

今後、さらなる人口減少、少子化が予測され、医療資源が限られる中で
は、いかに有効かつ効率的に医療を提供していくかといった視点も重要であ
ることから、計画素案において、地域全体で周産期医療を支える持続的な周
産期医療提供体制の構築を目指すこととしています。

また、県では、令和５年４月に組織改編するなど、結婚、妊娠・出産、子
育ての環境整備に全力で取り組むこととしており、医療分野においても、今
後、関係者と十分に協議、連携しながら、計画素案の趣旨に沿った取組をさ
らに進めていきたいと考えています。

22 医療推進課
第７章
第２節
項目５

203頁

岡山県も＜子ども中心社会＞へのベクトルが欲しい。岡山県では、県北の
小児医療が脆弱である。津山中央病院が「最後の砦病院」の機能を果たして
いるが、小児科医師の高齢化などでマンパワー不足が顕在化している。地域
枠や自治医大卒業の医師で、小児系に興味のある方々には、例えば、３か月
間、ルーチンで津山中央病院にて研修あるいは勤務してもらうなど、その医
療従事者や施設への経済的支援（例えば、夜勤時の給与の増額など）の充実
が必要だと思う。人材育成は、岡山大学病院・岡山医療センター・倉敷中央
病院・川崎医科大学病院などが中心になって、最大限の努力を続けるので、
県には側面からのサポートを強く望む。

小児救急医療体制を確保するため、従来から、津山・英田圏域及び真庭圏
域を対象とする小児救急医療拠点病院運営事業、県南西部圏域を対象とする
小児救急医療支援事業により、地域の拠点医療機関に対する財政支援を実施
しているほか、県医師会、郡市等医師会の御協力により、小児科以外の医師
にも初期救急に対応していただける体制の整備に努めています。

御指摘のとおり、人口減少や少子化、開業医の高齢化、医師の働き方改革
といった大きな社会変化の中で、地域の小児（救急）医療体制をいかに確保
していくかが今後の重要課題であることから、計画素案において、関係機関
の連携強化に取り組むとともに、家庭の看護力強化、＃８０００（小児救急
電話相談）のさらなる活用等を通じ、保護者の不安軽減と救急医療の適正利
用につなげることとしており、今後も地域の状況に即した対策を関係者と十
分に話し合いながら、必要な医療提供体制の維持・確保に努めてまいりま
す。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

23 医療推進課
第７章
第２節
項目５

203頁

岡山市、倉敷市及び県北の医療圏では小児一次救急を集約化・２４時間化
し、開業医に参画を求めるとともに、病院への入院を紹介入院に限るなどの
役割分担を行うことが必要である。

岡山市内であれば、夜間休日診療所を２４時間化し、点滴やバイタルサイ
ンのモニタリングができる体制を整備し、軽症患者の救急搬送を受け入れら
れるようにしなければ、二次救急病院の負担が過大となり、救急医療体制が
崩壊すると思う。

広島県では、県が動いて市内病院の集約化を行っている。岡山市内には、
岡山大学病院、赤十字病院、岡山医療センター、済生会総合病院、岡山市民
病院、労災病院、川崎医科大学総合医療センターなど、経営母体の異なる病
院が多数あり、それぞれに医師を配置しなくてはならないため、医師数は多
いが、個々に診療をしているため非効率的となっている一方、県北地域は医
師が少なく疲弊しているという話を聞いている。小児科医師の配置の再編や
病院の統合、一次救急のパワーアップ、二次救急の担当病院の集約化を含め
て、トップダウン式の改変が必要であると思う。

人口減少や少子化、開業医の高齢化、医師の働き方改革といった大きな社
会変化の中で、地域の小児（救急）医療体制をいかに確保していくかが、今
後の重要課題であることから、計画素案において、関係機関の連携強化や家
庭の看護力強化、＃８０００（小児救急電話相談）のさらなる活用等を進め
ることとしています。

また、地域によって状況が異なることから、今後も各地域での協議の場等
において、関係者と十分に話し合いながら、必要な医療提供体制の維持・確
保に努めてまいります。

24 医療推進課
第７章
第２節
項目５

203、
704、
737頁

課題として、「人口減少や少子化、開業医の高齢化等に伴い、地域によっ
て病院や診療所が従来どおりの機能を維持できなくなる可能性」「医師の時
間外労働の上限規制にも対応した休日夜間の・・・」といった記載がされて
おり（２０３頁）、その解決に大いに期待しているが、第１２章での評価項
目として記載されているのは、「年少人口１万人当たりの小児科医師数」の
みである（７０４頁）。

これでは、地域差や休日夜間に稼働している小児科医師数は全く反映され
ておらず、数値目標が達成されたとしても現実的にはほぼ意味のない数字で
あり、上記課題解決の指標とはなり得ない（周産期、あるいは他の分野にお
いても同様のようです）。本気で課題の解決を目指すのであれば、ストラク
チャー指数（７３７頁）で挙げていただいている医療圏ごとの小児科医師
数、休日夜間に診療に従事している小児科医師数、そしてそれらが医師の時
間外労働の上限規制に対応できているのか等を評価値として設定すべきと考
える。また、目標設定も「現状維持」といった安易なものではいけない。県
南以外の地域や、県南であっても特定の医療機関、あるいは特定の医師達に
負担が偏っている現実があると感じており、それらを解決するための行政か
らの働きかけにつながることを期待している。

御指摘のとおり、小児科医師の地域偏在、休日・夜間の小児科医師不足は
喫緊の重要課題であることから、計画素案において課題として明示し、関係
機関の連携強化や家庭の看護力強化、＃８０００（小児救急電話相談）のさ
らなる活用等を進めることとしています。

また、計画の進捗状況を評価するための指標としては、多種多様なものが
考えられますが、従来、計画に掲載する評価指標は、国から示された計画作
成指針の指標例を参考として、全国的な比較が可能なものを中心に代表的な
ものを選択しています。計画素案では、岡山県小児医療協議会での御意見を
踏まえ、「小児科を主たる診療科としている医師数」や「地域連携小児夜
間・休日診療科の届出医療機関数」等の指標を加えたところですが、定期的
に状況を把握すべき項目を検討するなど、適切に対応してまいります。

なお、数値目標「年少人口１万人当たりの小児科医師数」については、今
後、さらなる人口減少、少子化が予測され、医療資源も限られる中で、いか
に有効かつ効率的に医療を提供していくかといった視点も重要であることか
ら、県全体で「現状維持または増加」としているところです。

25 医療推進課
第７章
第２節
項目５

207頁

家庭看護力醸成について、夜間・休日の軽症患者の受診の多くは、養育者
の知識不足や不安・心配から受診するものであり、家庭看護力醸成が継続的
に必要である。そのため、「地域のかかりつけ小児科医を持つこと」、「地
域の小児に関わる多職種（保育士、保健師、看護師、子育て支援団体）が、
小児救急に関して共通認識を持ち、家庭看護力醸成の意識を高めること」、
「養育者自らがネットでの正しい情報を検索できるようなメディアリテラ
シーを高める広報をすること」などが必要であると考える。

家庭の看護力を高めることは、小児救急医療現場のひっ迫を防ぎ、真に必
要な患者に医療を提供する上でも重要であることから、計画素案において、
その取組を明確に位置づけることとしています。

また、御指摘のとおり、子どもの体調不良時において、保護者が正しい情
報を入手し、適切な判断・行動につなげることが重要であることから、次の
とおり修文します。
【修正前】
　かかりつけ医を持つことの重要性や救急医療のかかり方等に関する情報
　を保護者等に十分に周知することにより、家庭での看護力を高め、適切
　な救急医療の利用につなげます。
【修正後】
　かかりつけ医を持つことの重要性に加え、救急医療のかかり方や急病時
　の対処法など、緊急時に必要な情報が得られる信頼性の高い情報サイト
　等を保護者等に十分に周知することにより、家庭での看護力を高め、適
　切な救急医療の利用につなげます。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

26 医療推進課
第７章
第２節
項目５

207頁

♯８０００（小児救急電話相談）の活用は、０．５次の小児救急として重
要だが、県外民間企業への委託であることから、その質を確保するために
は、実際のケースでのアウトカムがどうであったかの検証等を行うことが必
要である。また、昨今、ＩＣＴを利用した相談を行う業者なども出てきてい
るため、保護者のＩＣＴ利用マナーやメディアリテラシーが高まるような周
知も求められる。

小児救急電話相談（♯８０００）については、従来から委託先に対し、定
期的な相談員研修を勧奨するなど、相談員の資質向上を図っており、今後
も、問題の生じた相談事例の把握、情報共有に努めるなど、相談対応の質の
向上を図ってまいります。

また、御指摘のとおり、子どもの体調不良時において、保護者が正しい情
報を入手し、適切な判断・行動につなげることが重要であることから、次の
とおり修文します。
【修正前】
　かかりつけ医を持つことの重要性や救急医療のかかり方等に関する情報
　を保護者等に十分に周知することにより、家庭での看護力を高め、適切
　な救急医療の利用につなげます。
【修正後】
　かかりつけ医を持つことの重要性に加え、救急医療のかかり方や急病時
　の対処法など、緊急時に必要な情報が得られる信頼性の高い情報サイト
　等を保護者等に十分に周知することにより、家庭での看護力を高め、適
　切な救急医療の利用につなげます。

27 健康推進課
第７章
第２節
項目６

214頁

感染症指定医療機関の環境整備・機器整備及び更新などについて、県から
補助がなく、現状では、新興感染症が発生しても対応できない。相当の予算
をつけていただきたい。

感染症指定医療機関への支援については、令和６年度の予算編成において
検討しているところであり、内容が確定次第、お示しすることとしていま
す。

28 医療推進課
第７章
第２節
項目７

230頁

求められる事項【入院医療機関】●３つ目の「入院初期から退院後の生活
を見据えた関連職種による退院支援を開始すること」についての方針が書か
れていない。

また、在宅医療において、へき地は、医師が訪問ができない場合もあるの
で、看護師が訪問し、ＩＣＴ（情報通信機器）を用いた遠隔診療によって、
医師による死亡診断を可能にする体制を整備してはどうか。

関連職種による退院支援については、中核となるかかりつけ医や訪問看護
ステーション、在宅療養支援病院、薬局、地域包括支援センター等による退
院時カンファレンスや地域ケア会議等の充実を図ることにより、連携体制づ
くりを進めることとしております。

ＩＣＴ（情報通信機器）を用いた遠隔診療による死亡診断については、今
後の研究課題とし、引き続き、地域で必要な医療提供体制の確保を図ってま
いります。

29 医療推進課
第７章
第２節
項目７

230頁

２３０頁の求められる事項【入院医療機関】●１つ目の「退院支援担当者
を配置すること」、●３つ目の「入院初期から退院後の生活を見据えた関連
職種による退院支援を開始すること」についての方針が書かれていないた
め、施策の方向に加えてはどうか。

また、へき地において、医師が訪問できない場合もあるので、看護師が訪
問し、ＩＣＴ（情報通信機器）を用いた遠隔診療によって、医師による死亡
診断を可能にする体制を整備してはどうか。

関連職種による退院支援については、中核となるかかりつけ医や訪問看護
ステーション、在宅療養支援病院、薬局、地域包括支援センター等による退
院時カンファレンスや地域ケア会議等の充実を図ることにより、連携体制づ
くりを進めることとしております。

ＩＣＴ（情報通信機器）を用いた遠隔診療による死亡診断については、今
後の研究課題とし、引き続き、地域で必要な医療提供体制の確保を図ってま
いります。

30 医療推進課
第７章
第２節
項目７

232頁

【在宅医療に必要な連携を担う拠点について】
既出全項目において、小児も対象にして欲しい。また、介護保険のケアマ

ネージャーにあたる小児の調整役（相談支援員など）の人材確保と育成を進
めて欲しい。

当該項目は、小児を含む幅広い年代を対象に取り組むこととしておりま
す。

在宅医療を必要とする小児患者等が在宅において、必要なサービスが提供
され、地域で安心して療養できるよう、保健・医療・福祉・教育・介護等の
関係機関と連携し、地域で在宅療養を支える体制の構築に取り組むこととし
ております。

31 健康推進課
第８章
第２節
項目１

247頁

感染症を迅速・的確に診断するため、多機能を有するＰＣＲ機器の整備・
充実のための経済的支援を望む。

検査機器の整備に関する財政支援については、国の補助制度を活用しなが
ら、予算の範囲内で対応していく予定です。詳細については、新興感染症の
検査等措置協定の協議の中で、お示しします。

32 生活衛生課
第８章
第６節
項目１

281頁

今年（令和５年）１０月以降、吉備中央町の水道におけるＰＦＡＳの目標
値超過が、連日テレビや新聞等で報道されている。こうした報道に接して、
吉備中央町の以外の地域の方も、これまで、安全だと思い込んでいた水道水
に対し、不安を感じ始めている方も多いと思う。そうした中、水道の安全性
についても、各市町村まかせにせず、県としても取り組んでいただくことを
望む。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
（２８１頁　１現状と課題）
【修正前】
　（１）水道の持続性確保
【修正後】
　（１）水道の安全性と持続性の確保
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（２８１頁　１現状と課題（１）水道の持続性確保の表中、現状の欄）
【修正前】
　記載なし
【修正後】
　〇水質基準の遵守に加え、将来にわたり水道水の安全性の確保等に万全
　　を期する見地から、水質管理目標設定項目についても水質基準に準じ
　　た検査の実施に努めるとともに、水質管理へ活用することが求められ
　　ています。

（２８１頁　１現状と課題（１）水道の持続性確保の表中、課題の欄）
【修正前】
　〇職員数の減少や熟練者の退職による、水道サービスの維持や技術力の
　　継承が課題となっています。
【修正後】
　〇職員数の減少や熟練者の退職により、水質管理を含め水道サービスの
　　維持や技術力の継承が課題となっています。

（２８２頁　２施策の方向の表中、項目の欄）
【修正前】
　水道の持続性確保
【修正後】
　水道の安全性と持続性の確保

（２８２頁　２施策の方向の表中、施策の方向の欄）
【修正前】
　記載なし
【修正後】
　〇水道事業者への計画的な立入検査等により、適正な水質管理等につい
　　て指導・助言するとともに、講習会の開催等、水道事業を担う職員の
　　技術レベル向上を支援します。

33 健康推進課
第９章
第１節
項目１

289頁

予防対策における施策の方向の中に、健診と医療を組み合わせた慢性疾患
の予防に寄与できるような仕組みづくりに取り組んではどうか。身近な例で
は、予防歯科のように、３か月から４か月程度の間隔で、クリーニングや歯
石除去などの定期検診を行うことは、歯周病の予防に効果的であると考えら
れている。

本県においては、特定健康診査や特定保健指導の実施率が低い現状を踏ま
え、まず、特定健康診査や特定保健指導の実施率が向上するよう取組を進め
てまいりたいと存じます。

34 健康推進課
第９章
第１節
項目１

289頁

予防対策における施策の方向の中に、健診と医療を組み合わせた生活習慣
病など慢性疾患の予防に寄与する仕組みづくりの取組を加えてはどうか。参
考となる例では、予防歯科のように、３か月から４か月程度の間隔で、検診
による口腔内評価を基に、歯磨き等歯科衛生の指導、治療、メンテナンスを
行うことで、セルフケア能力を高め、口の健康を維持する取組がある。

本県においては、特定健康診査や特定保健指導の実施率が低い現状を踏ま
え、まず、特定健康診査や特定保健指導の実施率が向上するよう取組を進め
てまいります。

35 健康推進課
第９章
第１節
項目１

289頁

特定健康診査の実施率を表現する際に「受診率」と「実施率」が混在して
いるので、統一してはどうか。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　特定健康診査の受診率、特定健康診査の実施率
　特定保健指導の実施率
【修正後】
　特定健康診査の実施率（受診率）
　特定保健指導の実施率（終了率）
　※併せて、上記以外に１０７、１１３、１２１、２９０、７０６、
　　７１９頁の該当箇所について修文します。

36 健康推進課
第９章
第１節
項目６

316頁
【図表９－１－６－１について】
　男性・女性の折れ線種類を区別してほしい。

　御指摘を踏まえ、区別します。
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37 健康推進課
第９章
第２節
項目１

324頁

【「子育て世代包括支援センターの機能充実を図っていく必要がありま
す。」の記載について】

令和８年度までに「こども家庭センター」へ移行する方向で示されている
なかで、機能充実とするより、こども家庭センターへ移行し機能充実させる
方がよいのではないか。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　○子育て世代包括支援センターの機能充実を図っていく必要がありま
　　す。
【修正後】
　○今後市町村が設置する、子育て世代包括支援センターの機能を有す
　　るこども家庭センターの機能の充実を図っていく必要があります。
　※その他、子育て世代包括支援センターと表記している箇所について
　　は、同様に修正します。

38 健康推進課
第９章
第２節
項目２

329頁

ひとり親家庭においては、通常は一人で家族を養わなければならず、家族
が罹患した場合、経済的・精神的な負担から波及する問題は、本素案の保健
医療施策だけでは対応できない部分があると考えられる。

したがって、ひとり親家庭の子と親等の心身ともに安心して受診できる生
活のため、岡山県が実施しているひとり親家庭等医療費公費負担制度を引き
続き行っていくことを本文に明記することを検討していただきたい。

また、各市町村が実施しているひとり親家庭等に対する医療費助成につい
ては県下市町村一律の割合ですべての市町村を補助対象とすることも、併せ
て検討していただきたい。

ひとり親家庭等医療費公費負担制度については、持続可能なものとなるよ
う、給付と負担の公平性を図り運用してきているものであり、引き続き行っ
ていくことを明記することは困難です。また、県内すべての市町村に対して
一律の割合で補助対象とすることについても、県と市町村の役割分担や財政
状況などを踏まえ補助率を設定していることから困難です。

39 医薬安全課
第９章
第２節
項目４

335頁

制度の対象について、現行の「通院分は就学前まで、入院分は小学校６年
生まで」をいずれも高校３年生までと拡充を検討されたい。

県小児医療費公費負担制度については、給付と負担の公平性を図り、持続
可能なものとなるよう運用してきたところであり、補助対象年齢の拡大は、
慎重に検討すべき課題と認識しているところです。

なお、子どもへの医療費助成については、全国一律で実施されるべき事業
であると考えており、国に対しては、これまでも新たな公費負担制度の創設
を強く提案してきたところであり、今後も働きかけてまいります。

40 医薬安全課
第９章
第２節
項目４

335頁

岡山県「県民意識調査（２０１８調査）」において、子育て費用の負担感
の大きさや親の精神的負担感（ストレス）などと共に、就労と子育ての難し
さが、子どもを持つ希望の実現を妨げる要因の一つと示されている。

令和５年６月の「こども未来戦略方針」においても、国民健康保険の国庫
負担の減額調整措置の廃止が明記され、少子化対策として地方自治体の取組
を支援することが示された。

鳥取県では、県の提案に全１９市町村が合意し、令和６年度（２０２４年
度）から１８歳までの小児医療費の完全無償化の方針が決定している。

神奈川県では令和５年４月に、市町村が実施する小児医療費助成への補助
金について、通院の対象年齢を小学６年生まで引き上げた。また、令和６年
度から神奈川県内の政令市などへの補助率をその他の市町村と同率に引き上
げ、子ども子育て施策について県、市町村が一体で取り組む方針を打ち出し
ている。

国や他県においては市町村の負担軽減のための施策が進む一方、岡山県で
は、通院は就学前、入院は小学校卒業までを補助対象としている状態のまま
であり、補助率は統一されていない現状である。

安心して子どもを産み育てることができるまちづくりのため、子育てに対
する負担感や不安感をやわらげる支援として、岡山県においても、小児医療
費公費負担制度の対象年齢引き上げなどの拡充を検討することを明記してい
ただきたい。また、各市町村が実施している子ども医療費助成については県
下市町村一律の割合ですべての市町村を補助対象とすることも、併せて検討
していただきたい。

本制度については、給付と負担の公平性を図り、持続可能なものとなるよ
う運用してきたところであり、補助対象年齢の拡大等は、慎重に検討すべき
課題と認識しているところです。

また、現在補助対象としていない政令市については、平成１９年１２月に
政令市に移行する際、基本協定書を締結し、事業を移譲しているところであ
ります。

子どもへの医療費助成については、全国一律で実施されるべき事業である
と考えており、国に対しては、これまでも新たな公費負担制度の創設を強く
提案してきたところであり、今後も働きかけてまいります。
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41 保健体育課
第９章
第３節

339頁

最近、岡山県の児童生徒の様々なスポーツでの活躍は目覚ましいものがあ
るが、過度な体重制限のために成長障害、月経障害、月経停止、骨折をきた
すお子さんを多く見る。児童生徒の体力や能力に応じて、個人の体調などに
気を遣った指導をしていただきたい。また、部活動等で成績を残すことだけ
が将来有望な選手につながるわけではないので、長期的な視点を持って指導
できる指導者の育成も重要である。

中学校・高等学校に配付している「学校部活動指導資料」には、指導者
は、画一的なトレーニングや活動内容を一律に押しつけるのではなく、生徒
一人ひとりの発達やその日の健康状態に応じ、臨機応変に活動内容を変える
必要があることが記載されています。

また、特に女子については健康管理上の問題が起こることがあるため、指
導者は、これらの症状について配慮する必要があることから、不調を訴える
生徒には、無理をさせることなく、活動の休止や見学、時間短縮や服装な
ど、柔軟に対応することも記載されています。

これらの内容について、部活動担当者等を対象にした研修会で資料として
も活用しているところです。引き続き、指導者には機会を捉えて指導してま
いります。

42 障害福祉課
第９章
第６節

351頁

記述が身体障害者と知的障害者を中心としたものとなっている。障害者基
本法に基づき、身体障害者と知的障害者だけでなく精神障害者についての記
述も加えていただきたい。また、精神障害者に対する医療費の公費負担等に
関する記述を加えていただきたい。

精神障害のある人への支援については、別途章立てをして「第７章第１節
５精神疾患の医療」に記載しています。なお、医療費の公費負担等について
も第７章第１節に記載することとしています。

43 障害福祉課
第９章
第６節

351頁

重度知的障害を有しながら運動能力が比較的保たれている方々について
は、家族の負担が大きく、家族も高齢化すると入所先を探すことが切実な問
題となる。実態を調査し、対策を講じることを課題に加えて欲しい。

重度知的障害を含む障害のある人や家族へのサービスの提供については、
家族負担の軽減や親亡き後を見据え、地域生活支援拠点等の整備促進や在宅
サービス等の充実について取り組んでおり、福祉施策として障害者計画に記
載しているところです。今後、いただいた御意見も参考にしながら、施策の
推進に取り組んでまいります。

44 障害福祉課
第９章
第６節

351頁

住んで幸せな県、移住したい県になるために、人・物の要望をしっかりと
聞いてサポートしてほしい。特に物品はそれほど高額でないので、苦労して
いる本人・家族への物的支援より始めてほしい。

県では、毎年度、各障害者団体を通じて当事者や家族の御意見や御要望を
伺い、必要な物品等への支援も含め、施策・事業を検討・実施しておりま
す。素案３５３頁に、「障害のある人が地域で自立した生活を送ることがで
きるよう、（略）、必要な支援を一貫して提供できる体制の整備を進めま
す。」と記載しており、必要な取組を進めてまいります。

45 障害福祉課
第９章
第６節

352、
353頁

医療的ケア児支援センターの機能を強化して欲しい。そのために必要な人
材や費用を確保して欲しい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。（３５３頁　施策の方向）
【修正前】
　○在宅で重症心身障害児者等の介護を行う家族の負担軽減を図り、重症
　　心身障害児者等が県内どこでも安心して生活できるよう、地域バラン
　　スについて考慮しつつ、医療型短期入所事業所の整備・充実を進めま
　　す。
【修正後】
　○在宅で医療的ケア児等（重症心身障害児者を含む）の介護を行う家族
　　の負担軽減を図り、医療的ケア児等（重症心身障害児者を含む）が県
　　内どこでも安心して生活できるよう、地域バランスについて考慮しつ
　　つ、医療型短期入所事業所の整備・充実を進めるとともに、医療的ケ
　　ア児支援センターの機能強化を図ります。

46 障害福祉課
第９章
第６節

352、
353頁

医療的障害児入所施設に入所できるまでの待機時間がかなり長いので、入
所者数の定員を増やすか施設を新設して欲しい。

課題（３５２頁）として「重症心身障害児者等に対応した医療・福祉サー
ビスの一層の充実を図る必要があります」としており、重度の障害のある方
とその家族が県内どこでも安心して生活できる体制づくりを進めてまいりた
いと考えております。また、障害者計画において必要なサービス提供体制の
確保を図ることとしており、いただいた御意見も参考にしながら取り組んで
まいります。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

47 障害福祉課
第９章
第６節

353頁

重度障害児も地域の保育園、幼稚園、こども園、小学校、中学校に通える
よう、施設関係者の教育や指導を行い、看護師など必要な人材を確保するた
めの体制を構築して欲しい。

障害児の地域の保育園や小学校等での受入を進めるため、保育園等を訪問
し、障害児が集団生活の中に適切に受け入れられるよう支援しているところ
です。また、障害者計画へ障害のある子どもへの支援の充実やインクルーシ
ブ教育システムの推進について記載しているところであり、いただいた御意
見も参考にしながら、施策の推進に取り組んでまいります。

48 障害福祉課
第９章
第７節

355頁

記述が身体障害者と知的障害者を中心としたものとなっている。障害者基
本法に基づき、身体障害者と知的障害者だけでなく精神障害者についての記
述も加えていただきたい。また、精神障害者に対する医療費の公費負担等に
関する記述を加えていただきたい。

精神障害のある人への支援については、別途章立てをして「第７章第１節
５精神疾患の医療」に記載しています。なお、医療費の公費負担等について
も第７章第１節に記載することとしています。

49 障害福祉課
第９章
第７節

355頁

「発達障害かも？」と感じたとき、気軽に相談できる窓口が望ましい。県
や岡山市のセンターは敷居が高いので、主要駅、繁華街、ショッピングモー
ル等の交通利便性の高いエリアに、気軽に立ち寄ることのできる相談スペー
スがあると良い。

素案３５６頁に、「全ての市町村において発達障害のある人への支援体制
を確保した上で、（略）、地域における家族も含めた支援体制の充実を図り
ます。」と記載しているところです。今後、いただいた御意見も参考にしな
がら、県発達障害者支援センターや各市町村の窓口においてより相談しやす
い体制づくりを進めてまいります。

50 障害福祉課
第９章
第７節

355頁

住んで幸せな県、移住したい県になるために、人・物の要望をしっかりと
聞いてサポートしてほしい。特に物品はそれほど高額でないので、苦労して
いる本人・家族への物的支援より始めてほしい。

県では、毎年度、各障害者団体を通じて当事者や家族の御意見や御要望を
伺い、必要な物品等への支援も含め、施策・事業を検討・実施しておりま
す。素案３５３頁に、「障害のある人が地域で自立した生活を送ることがで
きるよう、（略）、必要な支援を一貫して提供できる体制の整備を進めま
す。」と記載しており、必要な取組を進めてまいります。

51 健康推進課
第９章
第８節
項目２

366頁

【３数値目標について】
歯科保健について、「高齢期」においても数値目標を設定する必要はない

のか。

現在の「第３次岡山県歯科保健推進計画」の協議において、高齢期につい
ては、フレイル予防の観点から口腔機能の維持・向上が重要なことから、そ
の目標値を設定する見込みです。
御指摘を踏まえ、両計画の整合性を図り、次のとおり修文します。
【修正前】
　記載なし
【修正後】
　高齢期　健口体操を知っている者の割合　
　現状　Ｒ４（２０２２）年度　５４．０％
　目標　Ｒ１７（２０３５）年度　７０．０％以上

52 医療推進課
第１０章
第１節

375頁

「現状」に、「本県の医師偏在指標は２９９．６であり、全国４位で医師
多数県になります」との記述がある。しかし、わが国の１病床あたりの医師
数は先進７カ国の中で最少である。さらにはＯＥＣＤ平均にすら達していな
い（出所：ＯＥＣＤ Ｈｅａｌｔｈ Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ２０２０）。医
師や看護師などが多数か少数かの判断は、国際水準との比較に基づくべきで
ある。「医師多数県」との県の認識は誤りであり、「絶対的な医師不足の中
での相対的な地域偏在」と、現状を正確に認識するべきである。

医療計画策定に当たっては、医療法第３０条の８による国の医師確保計画
策定ガイドラインを参考に、国が示した、医師偏在指標（①医療需要及び人
口、②患者の流出入、③医師の性別・年齢分布、④医師偏在の状況などを考
慮して算出した偏在度合い）をもとに、全国ベースで医師数の多寡を統一
的・客観的に比較・評価しており、人口対比の医師数に比べより精緻に現状
を認識しているものと考えております。

なお、我が国の１病床当たりの医師数は、０．２人と先進７か国平均の
０．８人を下回っておりますが、人口当たりの病床数が多いことや、各国の
医療制度の違いなどもあることから、一概に比較できないと考えておりま
す。

53 医療推進課
第１０章
第１節

388頁

【施策の方向について】
目標医師数及び医師確保の方針は、正確な現状分析の基に策定されなけれ

ばならない。

医療法第３０条の８による国の医師確保計画策定ガイドラインを参考に、
国が示した、医師偏在指標（①医療需要及び人口、②患者の流出入、③医師
の性別・年齢分布、④医師偏在の状況などを考慮して算出した偏在度合い）
をもとに、全国ベースで医師数の多寡を統一的・客観的に比較・評価してお
り、目標医師数及び医師確保方針については、適切なものと考えておりま
す。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

54 医療推進課
第１０章
第４節

401頁

第８次の看護職員の需給推計は、一般病床及び療養病床については、県の
地域医療構想における２０２５年の病床数の必要量を基に求められた。した
がって需要は、過少に推計されていると言わなければならない。

第８次の看護職員の需給推計は、看護職員の超過勤務時間や年次有給休暇
の取得日数などの勤務環境改善について、看護職員の労働環境の変化に対応
して幅を持たせた３通りのシナリオを設けて推計された。しかし、この３通
りのシナリオ以外の、休日数や夜勤回数制限、勤務間隔規制など重要な労働
条件を勘案しない推計となっている。

国は、医師の長時間労働の是正策として「タスクシフト」「タスクシェア
リング」を推進するとしているが、推計にはこれによる業務増大分が反映し
ていない。

以上のことから、県は、第９次の需給推計策定待ちになることなく、第８
次看護職員需給推計を、安心・安全の医療・看護を保障し、看護職員の命と
健康を守る推計になるよう見直す必要がある。

看護職員の需給推計については、国が専門的知見で作成した全国共通の推
計ツールにより行うべきものであり、地域医療構想と密接に関わっているた
め、県独自の見直しを行うことは考えておりません。
　今後とも、国の動向を注視し、適切に対応してまいります。

55 医療推進課
第１０章
第４節

401頁

岡山県・鳥取県・兵庫県は、隣接する３県であり、また、それぞれの県の
人口減少や高齢化の状況も似通っている。そのため、これらの県と連携し
て、看護師の資質向上や職場環境の改善などの施策を実施することで、より
効果的に看護師の質の向上を図ることができると思う。

看護師の資質の向上につきましては、鳥取県・兵庫県を含め他県の取組状
況の情報収集に努め、より効果的な施策が実施出来るよう取り組んでまいり
ます。

56 医療推進課
第１０章
第４節

408頁

へき地医療の現場において、看護職員の高年齢化が進んでおり、看護師確
保が大きな課題となっている。

県としても医師確保と同様に積極的に関与していただきたく、可能であれ
ばもう少し踏み込んで記載していただきたい。

看護職員の高齢化につきましては、特に若手看護職員の採用が困難な地域
において、病院等が支給する就職準備金に対する支援を行うなど、これまで
も若手看護職員の確保を図ってきたところです。

今後も、関係者の方々から様々な意見をいただきながら、効果的な方法を
検討するとともに、計画に記載している看護の魅力の普及啓発などに取り組
むことにより、看護職員のより一層の確保に努めてまいります。

57 医療推進課
第１０章
第４節

408頁

看護師就業者数は全国平均を大きく上回っているにも関わらず、県北地域
や県南部でも過疎、離島などの地域では人材確保に苦慮している状況にある
ので、施策の方向性として、地域偏在への対応に優先順位を上げて取り組ん
でいくことなど、体制整備だけでなく新たな取組みの検討をするぐらいの記
載があってもよいのではないか。

地域偏在への対応は重要な課題と考えており、看護職員確保にしっかり取
り組んでいく必要があります。御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　○地域ごとの実態を把握するとともに、関係団体、地域の関係者等と連
　　携し、看護職員の確保が困難な地域の状況に応じた看護職確保のため
　　の体制整備に努めます。
【修正後】
　○地域ごとの実態を把握するとともに、関係団体、地域の関係者等と連
　　携し、看護職員の採用が困難な地域の状況に応じた看護職員確保のた
　　めの取組を推進します。

58 備北保健所
第１１章
項目３
３⃣（１）

514頁

記載している内容は、実施した事実であって、施策の方向ではないと考え
られるので、記載内容を見直しされたい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
  ○　ＮＤＢオープンデータ等を分析・可視化して、地域医療構想調整会
    議に提出し、活発な協議をしていただきました。
【修正後】
  ○　ＮＤＢオープンデータ等を分析・可視化して、地域医療構想調整会
    議に提出し、活発な協議を行いました。今後も引き続き協議をしなが
　　ら医療体制を構築します。
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

59 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑤

534頁

「令和４年度に認知症総合支援事業として、・・・認知症初期集中支援
チームが設置」とあるが、新見市では認知症施策強化のための先駆的な取組
として、平成２５年度にモデル事業による認知症初期集中支援チームを配置
しているため、記載内容を見直しされたい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　〇　令和４（２０２２）年度に認知症総合支援事業として、各市で認知
　　症専門医と専門職による「認知症初期集中支援チーム」が設置され、
　　事例検討や家庭訪問による認知症初期集中支援が行われています。
【修正後】
　〇　令和４（２０２２）年度に認知症総合支援事業として、各市で認知
　　症専門医と専門職による「認知症初期集中支援チーム」が設置され、
　　事例検討や家庭訪問による認知症初期集中支援が行われています（新
　　見市では、平成２５（２０１３）年度からモデル事業による認知症初
　　期集中支援チームが他の市町村に先駆けて配置されました）。

60 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑤

535頁

括弧内の「新見市：・・・自立支援協議会等での協議」とあるが、新見市
では障害者地域活動支援センター「ほほえみ広場にいみ」を中心に地域で安
心して生活できるよう相談支援体制の充実も図っている。

施策の方向としての記載であり、文末の（高梁市：・・・、新見
市：・・・）を記載する必要がなければ削除するか、記載するのであれば追
記していただきたい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　〇　精神障害者が安心して生活できるよう、保健・医療・福祉サービス
　　が一体的に提供される相談体制の充実に努めます（高梁市：地域生活
　　支援拠点設置、新見市：連携体制の充実に向けた自立支援協議会等で
　　の協議）。
【修正後】
　〇　精神障害者が安心して生活できるよう、保健・医療・福祉サービス
　　が一体的に提供される相談体制の充実に努めます（高梁市：地域生活
　　支援拠点設置、新見市：障害者地域活動支援センター「ほほえみ広場
　　にいみ」を中心に地域で安心して生活できるよう相談支援体制の充実
　　を図る）。

61 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑤

535頁

「地域の特性に応じた」ゲートキーパーとの記載があるが、「地域の特性
に応じた」とはどういう意味か。

「地域の特性に応じた」ゲートキーパーとは、５３２頁の（４）自殺者の
状況「イ自殺者の特徴」に記載してあるとおり、平成２９（２０１７）年か
ら令和３（２０２１）年の圏域の主な自殺者の特徴をみると、６０歳以上の
無職・同居の男性が１６．７％と最も多いこと等を踏まえ、対象や周囲への
働きかけが必要と考え記載しています。

62 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑥

536頁

新見市休日・準夜間診療所では、休日診療のみで準夜間診療を休止として
いることから、休日のみと補足するなど、記載内容を検討されたい。

また、図表において休日準夜間急患センターの「準夜間」が強調されてい
るが、実態との整合が取れていない。

医療法上の名称としては、「新見市休日・準夜間診療所」で届出がなされ
ているため、同名称の記載としております。御指摘の休日診療のみの実施に
ついて、次のとおり、修文します。
【修正前】
　（１）救急医療体制
　○　新見医師会は、休日当番医を８医療機関、主に４病院が対応し、第
　　４日曜日のみ新見市休日・準夜間診療所を開所しています。
　○　図表１１－３－３－５１　救急医療体制
　　・休日準夜間急患センター　新見市１カ所
【修正後】
　（１）救急医療体制
　○　新見医師会は、休日当番医を８医療機関、主に４病院が対応し、第
　　４日曜日のみ新見市休日・準夜間診療所を開所しています。
　　（※現在、準夜間診療は休止中）
　○　図表１１－３－３－５１　救急医療体制
　　・休日準夜間急患センター　新見市１カ所
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

63 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑧

544頁

【図表１１－３－３－６５について】
　３千屋診療所　Ｒ４年度末なら週３日、Ｒ５年４月から週２日
　９哲西町診療所を「哲西診療所」に修正していただきたい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　図表１１－３－３－６５
　へき地における診療体制（令和４（２０２２）年度末現在）
【修正後】
　図表１１－３－３－６５
　へき地における診療体制（令和５（２０２３）年４月１日現在）
　※９哲西町診療所については、医療法上の名称として届出がなされてい
　　るため、修正は行いません。
　※５５７頁の図表１１－３－３－８８の該当箇所については、哲西町診
　　療所及び哲西町歯科診療所に表記を統一します。

64 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑩

550頁

（１）イと（２）に「小児救急」が重複しているので、記載を検討された
い。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　（２）小児救急
     圏域に、小児科専門医が在籍する医療機関は、高梁市は１病院（高梁
　　 市国民健康保険成羽病院）と３診療所、新見市は１病院（新見中央病
　　 院）で、いずれも原則的に平日日中の診療となっています。
　（３）要支援児
【修正後】
　（２）小児救急の記載内容を削除
　（２）要支援児

65 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑩

550頁

（２）の記載は、（１）アとまったく同様の記載であるため、検討された
い。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　（２）小児救急
     圏域に、小児科専門医が在籍する医療機関は、高梁市は１病院（高梁
　　 市国民健康保険成羽病院）と３診療所、新見市は１病院（新見中央病
　　 院）で、いずれも原則的に平日日中の診療となっています。
　（３）要支援児
【修正後】
　（２）小児救急の記載内容を削除
　（２）要支援児

66 備北保健所

第１１章
項目３
３⃣（３）
⑩

550頁

文末「徐々にかかりつけ医が意見書の作成を行う仕組みが整ってきていま
す。」との記載があるが、新見市内の事例では保健所または市が意見書を作
成している。実際に「かかりつけ医」が意見書を作成している事例があるの
か。

高梁市内では、かかりつけ医である小児科医が意見書を作成している事例
が増えてきていることから、記載しております。

67 備北保健所
第１１章
項目３
５⃣

580頁

「在宅医療・介護人材の確保」とあるが、通常医療も含めた人材も不足し
ているため、「在宅医療」に限定せず、幅広い保健医療従事者の確保となる
よう記載してほしい。

　御指摘を踏まえ、次のとおり修文します。
【修正前】
　圏域全体で在宅医療・介護人材の確保に努めます。
【修正後】
　圏域全体で医療・介護人材の確保に努めます。

68 医療推進課
現状を把
握するた
めの指標

713頁

７１３頁のがん治療認定医は、あくまで認定医で専門医ではないと思う。
小児がんや血液がん診療をしている医師は、当該認定医を取得していない場
合も多いと思う。そのため、別の指標にするか、血液専門医、小児血液・が
ん専門医を新たに指標に追加する方がより正確に評価できると思う。

ＳＰＯ指標については、国の指針を参考に、数値の管理が可能な指標を設
定しており、個別の専門医の数を指標に設定することは考えておりません。

なお、調査名等の記載につきましては、御指摘を踏まえ、次のとおり修文
します。
【修正前】
　＜調査名等＞
　専門医の認定状況（日本がん治療認定医機構ＨＰ）
【修正後】
　＜調査名等＞
　日本がん治療認定医機構ＨＰ
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番号 該当課 項目 計画頁 御意見等の概要 県の考え方

69 医療推進課
現状を把
握するた
めの指標

735、
737頁

現状を把握するための指標のストラクチャー指標の周産期医療（７３５
頁）、小児医療（７３７頁）について、周産期母子医療センターに従事する
医師数として、産婦人科医だけでなく、新生児科医あるいは小児科医の把握
も必要である。特に、地域周産期母子医療センターの新生児医療に携わる小
児科医師は、同時に地域の２４時間の小児救急医療も受け持つので、小児救
急と新生児蘇生症例が重なって大変な時がある。是非、把握し、施策を実施
してほしい。

計画に掲載する評価指標は、従来、国から示された計画作成指針の指標例
を参考として、全国的な比較が可能なものを中心に代表的なもののみとして
います。

また、従来から県では、小児救急医療体制の確保のため、津山・英田圏域
及び真庭圏域など、小児救急医療体制が脆弱な地域の医療機関に対する財政
支援等を通じ、地域の小児救急医療体制の確保に努めているところですが、
御意見のとおり、周産期母子医療センターのＮＩＣＵにおいて新生児医療に
従事される小児科医師は、地域の小児救急医療体制においても重要な役割を
担っていることや、小児救急医療体制の確保の観点から、今後の施策の中で
現状把握やそれを踏まえた対策を関係者と連携して検討してまいります。
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